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平成２２年５月２０日判決言渡 同日判決原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号不当利得返還、追加的併合請求控訴事件（原審・東京

地方裁判所平成●●年（○○）第●●号、平成●●年（○○）第●●号） 

（口頭弁論終結日 平成２２年３月１６日） 

 

判     決 

控訴人     Ｘ 

被控訴人    国 

 

主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人は、控訴人に対し、４４２万８６１５円及びこれに対する平成１９

年１２月６日から支払済みまで、同日から２か月を経過するまでの期間は年７．

３パーセント、以後の期間は年１４．６パーセントの割合による金員を支払え。 

３ 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

４ 第２項について仮執行宣言 

第２ 事案の概要 

１ 本件事案の概要は、原判決の「事実及び理由」第２の冒頭に記載のとおりで

あるから、これを引用する。 

原審は、控訴人の請求を棄却したので、控訴人がこれを不服として控訴した。 

２ 国税通則法の定め、前提事実、争点及びこれに関する当事者の主張は、次の
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とおり付加するほか、原判決の「事実及び理由」第２の１ないし３に記載のと

おりであるから、これを引用する。 

（当審における控訴人の主張） 

（１）本件で差押え後公売が遅れ、２回の公売で買受人が現れなかった理由は、

亡Ａ（以下「亡Ａ」という。）の共同相続人の一人であるＢ（以下「Ｂ」と

いう。）が原判決別紙財産目録記載１の建物（本件建物）を使用していたこ

とやＢから分割納付の申出があったというＢ側の事情によるものか、あるい

は公売価格が高過ぎたという被控訴人側の事情によるものであり、控訴人側

の事情によるものではない。このように控訴人側以外の事情で公売までに長

期間を要した本件において、１４．６パーセントという極めて高率の延滞税

を負担させる理由がないことは誰がみても明らかである。 

（２）本件における相続税の徴収及び公売において作成されるべき書類が作成さ

れず、担当者から後任者への引継ぎもされず、被控訴人の担当者は本件の相

続税を誰からどのような方法で徴収するか判断できない状況になっていたた

めに、控訴人が相続税の徴収を催促したにもかかわらず、その徴収に係る期

間が長期にわたることになった。 

被控訴人は、Ｂから分割納付の申出があったというが、Ｂは被控訴人から

の要請を受けても税務署に出向くことはなく、その納付額も平成９年５月か

ら５年を経過した平成１４年５月２２日に３万円の納付がされただけである

から、Ｂが「納税について誠実な意思」（国税徴収法１５１条）を有してい

たとはいえない。したがって、被控訴人が主張する換価の猶予及び分割納付

は違法なものである。しかもその期間は、法律上は原則１年以内とされてい

るのに、本件では１０年６か月余の期間に及んでいる。 

このように、控訴人が被控訴人の担当者に対して徴収をお願いしているに

もかかわらず、各担当者は職務上尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然

と放置していたのであって、このような被控訴人担当者の不作為あるいは公
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売実施時期についての判断は、その間高率の延滞税を課され続けていた控訴

人の立場からは社会通念上著しく合理性を欠くものであって、国家賠償法上

の違法行為に該当する。 

（３）平成１６年５月２７日、本件建物が公売され、相続税の本税８５６万８８

９６円全額と延滞税の５４３万１６５４円が徴収されたが、延滞税８９８万

５８４６円が未納となった。その後同年１０月５日船橋税務署の徴収官が控

訴人方に臨場して捜索したが、換価価値ある物なしとされ、同年１２月１７

日に、控訴人は船橋税務署から、滞納処分の停止通知書の送付を受けた。こ

れにより、控訴人の被控訴人に対する損害賠償請求権の時効は中断したもの

を解すべきである。その後、平成１９年２月１６日に控訴人は船橋税務署か

ら滞納処分の停止取消通知書の送付を受け、さらに数度にわたり船橋税務署

の徴収官による差押えを受けた。したがって、控訴人はこの滞納処分の停止

取消通知書の送付の時に損害及び加害者を改めて知ったものと解すべきであ

る。その後、控訴人は平成２１年３月にも船橋税務署から差押えを受けてお

り、被控訴人の不法行為による被害が発生し続けているか、違法行為が最近

まで続いているかのいずれかに該当すると解すべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、控訴人の請求は理由がないものと判断する。その理由は、次の

とおり付加するほか、原判決の理由説示（「事実及び理由」第３）のとおりで

あるから、これを引用する。 

（当審における控訴人の主張に対する判断） 

（１）控訴人は、本件で差押え後公売が遅れたのは控訴人側の事情によるもので

はないから控訴人に高率の延滞税を負担させる理由はない旨主張する。しか

し、本件建物には共同相続人の一人であるＢが居住しており、本件建物を公

売することによりＢの生活に重大な影響を与える可能性があったこと、亡Ａ

の遺産分割に長期間を要し、最終的にＢが本件建物を取得したこと、被控訴
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人はＢの預金の差押えによりＢに係る相続税の過半を回収していること、Ｂ

から分割納付の申出があったがその後Ｂが分割納付を行わなかったことから

本件建物を２回にわたり公売したものの、いずれも入札者が現れなかったこ

と、その後Ｂから再度分割納付の申出がされ一度は分割金の支払がされたこ

と、本件建物は借地権付建物であってしかも多額の賃料が滞納されていたた

めにその市場性には問題があったこと、本件建物に係る控訴人の持分のみを

売却することは適切な判断とはいえないことはいずれも原判決の説示すると

おりである。これらの事情に照らすと、２回にわたる公売の不功奏を経て、

最終的に不動産市況の好転などもあって平成１６年の公売により本件建物を

売却した被控訴人の措置が、社会通念上著しく合理性を欠くということはで

きないというべきであるから、控訴人の主張は理由がない。 

（２）控訴人は、控訴人が相続税の徴収を催促したにもかかわらず、被控訴人の

担当者が相続税の徴収及び公売において作成すべき書類を作成せず、後任者

への引継ぎもせず、漫然と放置していたために、その徴収に係る期間が長期

にわたることになった旨主張するが、この点についての控訴人の主張を認め

るに足りる的確な証拠はない。また、本件建物の公売に関する被控訴人の措

置、判断が社会通念上合理性を欠くといえないことは前段において説示した

とおりである。したがって、控訴人の請求は、その余の点について判断する

までもなく理由がないというべきである。 

２ よって、原判決は相当であり、本件控訴は理由がないので棄却することとし、

主文のとおり判決する。 

 

東京高等裁判所第１０民事部 

裁判長裁判官    園尾隆司 

裁判官       藤山雅行 

裁判官       藤下健 


